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「個人情報の保護に関する基本方針の一部変更案」に関する意見募集結果 

 

 

 

１ 個人情報の保護に関する施策の推進に関する基本的な方向 

１（１）個人情報をめぐる状況 

番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

1 

Ｐ２・２行目～ １ 基本方針１（１）（個人情報をめぐる状況 

  改正前の「（１）法制定・改正の背景」にある「個人情報の誤った取扱いによる

取り返しのつかない被害の発生」、「顧客情報等の大規模な流出」、「個人情報の売買事

件の多発」の文言は、現在も人為的な誤りの結果として惹起しているものであり、削

除すべき事項ではないと考えます。 

【匿名】

１（１）の第２段落で御指摘の趣旨をまとめており、現状

の記述で御理解いただけるものと考えます。 

2 

Ｐ２・７行目 【意見】「公益」の用語は再考すべきです。 

【理由】変更案では「個人の行動・状態等に関する情報については、高度な情報通信

技術を用いた方法により、個人の利益のみならず公益のために活用することが可能と

なってきており、その利用価値は高い」という記述が示されています。しかし、「公

益」という概念は個人によって解釈の幅があり、基本方針に記述する用語としては適

切でないと考えます。 

【一般社団法人全国消費者団体連絡会】

一般的な用語として、現状の記述で御理解いただけるもの

と考えます。 

 

１（２）法の理念と制度の考え方 

番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

3 

Ｐ４・２行目 Ｐ４一部改正案の「法の目的を実現するため」は「法趣旨に沿って」の方が適切であ

ると考える。「法の目的」では「暗に持っている目的」にも沿う事になりかねず（例

えば、特別法である「児童ポルノ処罰法」は児童買春・集団児童強姦を犯した者を強

姦罪（３年以上。集団で致傷ある場合は６年以上。）ではなくこの罪（児童買春（組

織的に拐ってしまえば実行者を容易にこの罪に持ち込める）で５年以下）で裁く事に

した法律であるが（また、他国籍人の罰も一部適用されない部分がある）、暗に秘め

られた目的は明らかである。なお、この法律は法務省所管である。）、よって憲法及び

法律の善なる部分を指す側面が強い文言と思われる「法趣旨」を使う事が望ましいと

考える。変更を求める。 

【個人】

現状の記述で御理解いただけるものと考えます。 

4 

Ｐ４・６行目～ １ 基本方針１（２）①（個人情報の保護と有用性への配慮） 

第１段目 

 今回の改正部分ではないが、「法は、・・・プライバシーの保護を含めた個人の権利

利益を保護することを目的としており」の部分と「情報通信技術の活用による個人情

報の多様な利用が・・・・サービス等の提供を実現し、・・・・配慮しているところ

である」の部分が、「他方」で接続されているが、「他方」に続く部分も法の目的の一

現状の記述で御理解いただけるものと考えます。 

（別紙２） 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

部であるのであるから、「他方」で接続すると、「他方」以降の部分が法の目的外の事

柄ではあるが、記載のような状況に配慮している、と読める。 

 したがって、「他方」以降の部分は、目的に含めて記載されるものではないか。 

【匿名】

5 

Ｐ４・13 行目～ 【意見】修正の必要はなく、現行の記述を残すべきです。 

【理由】変更案の「個人情報の保護に関する施策を推進するに当たっては、個人情報

の保護と適正かつ効果的な活用のバランスを考慮した取組が求められる」のうち、「個

人情報の保護と適正かつ効果的な活用のバランス」という表現は、個人情報の適切な

保護こそが適切な利活用を促進するという考え方からすると、適切性を欠くと考えま

す。現行の「個人情報の保護に万全を期すことこそが、個人情報の利用に関する社会

の信頼を高め、ひいては、国民一人一人がその便益を享受できる健全な高度情報通信

社会の実現を可能とするものである」という記述が個人情報保護の捉え方として妥当

なものであり、変更の必要はないと考えます。 

【一般社団法人全国消費者団体連絡会】

「個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護

する」という個人情報保護法の目的を踏まえ、個人情報の

保護と適正かつ効果的な活用のバランスを考慮した取組

が求められるものと考えます。 

6 

Ｐ４・13 行目～ １ 基本方針１（２）①（個人情報の保護と有用性への配慮） 

第２段目 

 改正の必要はないと考えます。 

 現行の基本方針は、「個人情報の保護に万全を期すること」が国民の信頼を高め、

健全な高度情報通信社会を実現するといっているのであり、今回の法の改正はこのこ

とを少しも変えるものではないのであり、匿名加工情報・非識別加工個人情報や要配

慮個人情報等の法改正は、個人情報の有用性に配慮するための手段であり、個人情報

の保護に万全を期するための手段である。 

 したがって、改正の必要性はない。 

【匿名】

「個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護

する」という個人情報保護法の目的を踏まえ、個人情報の

保護と適正かつ効果的な活用のバランスを考慮した取組

が求められるものと考えます。 

7 

Ｐ４・14～15 行目 「個人情報の利用に関する社会の信頼を高め、ひいては、国民一人一人がその便益を

享受できる健全な高度情報通信社会の実現を可能とするもの」との記述は削除すべき

でない。 

（理由） 

今回の基本方針の変更は、全般的に個人データ利活用の意義を強調するものとなっ

ていて、そのこと自体に反対するものではないが、個人情報保護法が「個人情報の利

用に関する社会の信頼を高め」るものであって、そのことが「国民一人一人がその便

益を享受できる健全な高度情報通信社会の実現を可能とするもの」であることは、昨

年の改正法をもってしても変更のない、法の趣旨・目的であるはずである。 

今回の基本方針の変更でこの部分を修正しようとする意図は、推察するに、直前の

部分にある「個人情報の保護に万全を期すことこそが、」という記述が、硬直的な保

護を招き、一切のデータ利活用をしてはならないものと誤解させるところにあるので

あろう。その点には大いに共感するが、だからといって、法の趣旨が「個人情報の利

用に関する社会の信頼を高め」ることにある点まで否定するのは失当である。この記

述は、法の基本的な意義を説明した重要な部分であり、基本方針の他の節に書かれて

御指摘の法の趣旨については、基本方針の柱書において、

個人情報保護法第１条の条文を引用し、「…個人情報の有

用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護するという法の

目的を実現するため、…国が講ずべき措置を定めるととも

に、…」と記述しています。 

その上で、「１（２）① 個人情報の保護と有用性への配

慮」の項目において、「個人情報の保護と適正かつ効果的

な活用のバランスを考慮した取組が求められる。」と記述

しています。 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

いない記述である（「社会の信頼」の語すら他では一度も登場しない）から、この記

述を削除することは、法の本来の趣旨を捻じ曲げるものとなりかねない。 

したがって、例えば以下のような文に改めるべきである。 

「個人情報の保護と有用性に関するこの法の考え方は、実際の個人情報の取扱いにお

いても、十分に踏まえる必要があり、個人情報の保護と適正かつ効果的な活用のバラ

ンスを考慮して、個人情報の保護に関する施策を推進することこそが、個人情報の利

用に関する社会の信頼を高め、ひいては、国民一人一人がその便益を享受できる健全

な高度情報通信社会の実現を可能とするものである。」 

【個人】

8 

Ｐ４・14～15 行目

Ｐ８・19～20 行目

Ｐ20・21～22 行目

「個人情報の保護と適正かつ効果的な活用のバランスを考慮した取組」 

 

（意見） 

保護と活用のバランスという表現は、天秤を連想させるものであり、保護を重視する

と活用ができない、活用を重視すると保護が疎かになる、という誤解を生むおそれが

ある。 

活用に対するネガティブなイメージが先行してしまわないよう、「バランス」ではな

く「両立」等の表現に変更すべきである。 

 

「個人情報の保護と適正かつ効果的な活用の両立を実現するための取組」 

 

等。 

 

（理由） 

個人情報保護法は、その名称が「保護法」となっているため、消費者や国民は保護の

観点は理解できても、活用の観点は理解しにくく、表現を誤ると個人情報を活用する

ことが悪であるという風潮につながりかねない。 

個人情報保護法の生い立ちから考えると、本来は、個人のプライバシー（という権利）

を尊重しつつ、個人情報の活用も推進するために整備された法であり、個人情報の保

護は目的ではなく、個人のプライバシーを尊重するための手段として認識されるべき

である。 

その背景も考慮し、「バランス」という“両者が釣り合っている”という意味ではな

く、「両立」という“二つの物事が同時に支障なく成り立つ”という意味を用い、消

費者や国民の誤解を招くような表現は避けるべきである。 

【一般財団法人日本情報経済社会推進協会】

現状の記述で御理解いただけるものと考えます。 

9 

Ｐ４・18 行目～ 【該当箇所】一部変更案（新旧対照表）のＰ４・１（２）②項目および第１段落 

【意見】現行の記述を維持すべきです。 

【理由】「法制定から年月が経過したことを踏まえ、『過剰反応』を『正しい理解』と

いう言葉に書き換え」という説明がなされ、変更案からはいわゆる「過剰反応」とい

う表現が削除されていますが、かえって趣旨が不明確になっています。現行の記述の

今後の取組を示す基本方針において、「法の正しい理解を

促進する」という表現は適切であると考えます。 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

方が分かりやすく、維持すべきと考えます。 

【一般社団法人全国消費者団体連絡会】

10 

Ｐ４・18 行目～ １（２）②法の正しい理解を促進するための取組について 

今回の個人情報保護法改正では、第１条（目的）において、個人の権利利益を保護

する際に配慮するべき個人情報の有用性の例示として「（個人情報の）適正かつ効果

的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に

資するものであること」が新たに規定された。本基本方針改定案も前文で同旨を謳っ

ており、改定前の前文「基本方針は、個人情報の保護に万全を期すため、」と比べる

と、個人情報の有用性をより重視する姿勢が看取できる。そして、このことは、本基

本方針改定案１（２）①の「（個人情報の保護に）関する施策を推進するに当たって

は、個人情報の保護と適正かつ効果的な活用のバランスを考慮した取組が求められ

る。」との記載に現れていると理解できる。 

個人情報取扱事業者である企業としては、個人情報の有用性に配慮しつつ活力ある

経済社会の実現を目指すものであるが、個人情報保護法に関しては、未だ裁判例の蓄

積が少ないこと等もあり、司法判断ではなく行政がガイドライン等で示す解釈に基づ

く運用が中心となること、及び、「いわゆる『過剰反応』」が起きやすいことは、現在

も同様であると考えられる。 

本基本方針１（２）②では、「いわゆる『過剰反応』を踏まえた取組」が削除され

たが、改定案は、「（国は、事業者及び国民に対する広報・啓発に積極的に取り組むと

ともに、）法の適切な運用等により、個人情報の保護及び適性且つ効果的な活用の促

進を図っていく」と謳っている。 

企業としては、個人情報保護法において認められる事項及び禁止されている事項、

更には個人情報の有用な利用の具体例等を積極的に発信される等、積極的かつ具体的

な取組を期待する。 

【経営法友会】

御意見は、今後の執務の参考とさせていただきます。 

11 

Ｐ４・20 行目 「十分に反映され、」の係り先が不明な文となっている。 

（理由） 

「１の（２）の①の個人情報の保護と有用性に関する法の考え方が、実際の個人情

報の取扱いにおいて十分に反映され、社会的な必要性があるにもかかわらず、法の

定め以上に個人情報の提供を控えたり、運用上作成可能な名簿の作成を取りやめた

りするようなことを防ぐためには、（中略）法の正しい理解が不可欠である。」とあ

るが、現行の基本方針から中途半端に語句を差し替えて書かれたために、国語的に不

可解な文章となっている。普通に読むと、「……十分に反映され、」が続く文の「社会

的な必要性があるにもかかわらず、」と並置になっているように読める。そのように

読むと、「十分に反映され、」は、「提供を控えたり」「作成を取りやめたり」に係るこ

とになるから、「十分に反映」の指す内容を確認すれば矛盾していると気づくことに

なる。ここは、推察すれば、「十分に反映され、」は、「たりするようなことを防ぐ」

と並置なのであって、続く「ためには」に係るという趣旨なのであろう。しかし、そ

のように読解することは容易でない。 

現状の記述で御理解いただけるものと考えます。 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

したがって、例えば以下のように、読点を削除するなどして、文を改めるべきであ

る。 

・「法の考え方が、実際の個人情報の」→「法の考え方が実際の個人情報の」 

・「反映され、社会的な」→「反映され、また、社会的な」 

・「にもかかわらず、法の定め以上に」→「にもかかわらず法の定め以上に」 

・「控えたり、運用上作成可能な」→「控えたり運用上作成可能な」 

修正案： 

「１の（２）の①の個人情報の保護と有用性に関する法の考え方が実際の個人情報の

取扱いにおいて十分に反映され、また、社会的な必要性があるにもかかわらず法の定

め以上に個人情報の提供を控えたり運用上作成可能な名簿の作成を取りやめたりす

るようなことを防ぐためには、（中略）法の正しい理解が不可欠である。」 

【個人】

12 

Ｐ４・25 行目～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐ11 

１．個人情報の保護の方策等における適切性 

基本方針変更案「１（２）②」において、「１の（２）の①の個人情報の保護と有

用性に関する法の考え方が、実際の個人情報の取扱いにおいて十分に反映され」るよ

うに、「国は（中略）法の適切な運用等により、個人情報の保護及び適正かつ効果的

な活用の促進を図っていく」としているが、第 189 回通常国会における衆参両院の内

閣委員会における審議、附帯決議の内容および法の目的に鑑み、基本方針変更案「１

（２）②」を以下のように一部修正し、適正かつ効果的な活用のバランスを考慮する

趣旨の更なる明確化を図るべきである。 

 

【修正案】 

国は、事業者及び国民に対して、法の趣旨の正しい理解の醸成に係る広報・啓

発に積極的に取り組むとともに、必要以上の負担を課すことにより新たな産業の

創出及び活力ある経済社会の実現を妨げることがないよう、法の適切な運用等を

行い、個人情報の保護及び適正かつ効果的な活用の促進を図っていくものとする。

（下線部分が修正箇所を示す）

 

さらに、基本方針変更案「２（２）」においては、新たに「④個人情報取扱事業者

との連携等」といった項目を定め、貴委員会が行う適切かつ効果的な活用のバランス

を考慮するための取組みに関して、以下のような記述を追加し、取組みの方針の更な

る明確化を図るべきである。 

 

【追加案】 

個人情報保護委員会は、個人情報に係る個人の権利利益の保護を図る一方で、

法が我が国の経済成長戦略の重要な要素であることを踏まえ、保護の手段の検討

に当たっては、小規模の事業者を含めた事業者等からの意見等をヒアリングする

など、マルチステークホルダー・プロセスを経たうえで、既存の取引等、社会の

個人情報の保護及び適正かつ効果的な活用を図っていく

ことは、現状の記述で御理解いただけるものと考えます。 

なお、御意見は、今後の執務の参考とさせていただきます。 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

実態を考慮しつつ、保護の手段を法に照らして必要最小限のものとし、事業者に

過度な負担とならないように十分に配慮するものとする。 

 

今般の改正法の趣旨は、消費者の個人情報の保護を図りつつ、ビッグデータ等の利

活用のための環境整備や事業活動のグローバル化による国境を越えた個人情報の授

受等への対応を図るものであると認識している。その中で、改正法第 25 条および第

26 条による個人データの第三者提供に係る記録の作成等の義務は、正常な事業活動

を行っている事業者に対する過度な負担を課すことを趣旨とするものではなく、あく

までも名簿屋対策の規定であると理解している。 

銀行取引においては、例えば、振込、外国送金、手形交換および電子記録債権の発

生・譲渡等、個人データの授受を日常的に行っている。こうした取引は、個人情報保

護法のほか、銀行法や金融分野における個人情報保護に関するガイドラインなどの法

令等にもとづき、顧客の指図・依頼等により利用目的の範囲内で行っている取引であ

り、本来、名簿屋対策のルールが適用されるものではないと考える。前述の取引は、

日常かつ大量に生じるものであり、同取引に第三者提供に係る記録の作成等の義務が

課せられ、新たな事務負担が加わることになると、銀行の事務負担のみならず、こう

した取引を日常的に行う一般の事業者においても事務負担が増加することとなり、新

たな産業の創出や活力のある経済社会および豊かな国民生活の実現を阻害すること

になると強く懸念する。 

改正法案が審議された衆参両院の内閣委員会においても、同義務に係る事業者への

負担を憂慮する質疑があり、審議の結果、両委員会においては、「第三者提供に係る

記録の作成等の義務については、その目的と実効性を確保しつつ、事業者に過度な負

担とならないように十分に配慮するとともに、悪質な事業者への対策については一般

の事業者に過度な負担とならないよう実態調査を行った上で、有効な措置を講ずるこ

と」（衆議院内閣委員会における附帯決議（平成 27年５月 20 日））、「第三者提供に係

る記録の作成等の義務については、その目的と実効性を確保しつつ、事業者に過度な

負担とならないよう十分に配慮すること」（参議院内閣委員会における附帯決議（平

成 27 年８月 27 日））との附帯決議が表明されている。 

また、諸外国においても例を見ない第三者提供に係る記録の作成等の義務を名簿屋

と同様に一般事業者に対して一律に課すことは、わが国の事業者のみならず、わが国

に進出する海外の事業者の事業活動にも多大な負担を課すものとなり、国際的なイコ

ールフッティングの観点から、わが国の国際競争力が損なわれるものと憂慮する。 

これまでも、マルチステークホルダー・プロセスの考え方にもとづき、政府と民間

事業者等との意見交換等がなされているところ、こうした規律が法の目的の実効性を

確保するための必要最小限のものとなるよう、これまで以上の積極的な連携を通じ

て、懸念等を解消していく方針等を明らかにすべく、上記の旨を基本方針において明

確化すべきである。 

併せて、第三者提供に係る記録の作成等の義務については、貴委員会が示す「実質

的に第三者提供ではない」との考え方にもとづき、事業者が行う多くの取引がこの考
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

え方に該当し得るかを網羅的に検討するとともに、各事業者におけるトレーサビリテ

ィ確保の手段を柔軟に認める運用も検討すべきである。 

【一般社団法人全国銀行協会】

13 

Ｐ５・３行目 Ｐ５一部改正案の「法の趣旨にのっとり」は「法趣旨に即し」としていただきたい。

また、「より丁寧な広報活動」は「周知のため漏れの無い広報活動」とするのが適切

であると考える。 

【個人】

現状の記述で御理解いただけるものと考えます。 

14 

Ｐ５・６行目～ （該当箇所） 

一部変更案（新旧対応表）の５ページ・６行目 

  １ 個人情報の保護に関する施策の推進に関する基本的な方向 

  （２）法の理念と制度の考え方 

   ② 法の正しい理解を促進するための取組 

 の末尾 

 

（意見） 

上記該当箇所の末尾に、以下の内容を追記いただきたい。 

 

「また、匿名加工情報及び非識別加工情報は新しい概念であるため、その利活用を円

滑に行うためには消費者及び国民からも正しい理解を得ることが不可欠である。よっ

て、消費者及び国民に向けた十分な啓発活動が求められる。」 

 

（理由） 

誤った理解に基づいて、匿名加工情報の利用に反対するような風潮（いわゆる「過剰

反応」）が起こらないように、消費者に対して丁寧でわかりやすい説明がなされるこ

とが必要であるため。 

【一般財団法人日本情報経済社会推進協会】

１（２）②において、「…広報・啓発に積極的に取り組む

とともに、法の適切な運用等により、個人情報の保護及び

適正かつ効果的な活用の促進を図っていくものとする。」

と記述しており、現状の記述で御理解いただけるものと考

えます。 

 

１（３）国際的な協調 

番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

15 

Ｐ６・１行目～ １（３）国際的な協調について 

平成 28 年７月 29 日付にて、個人情報保護委員会より「個人データの円滑な国際的

流通の確保のための取組について」において、「円滑な越境移転を図るため諸外国と

の協調を進めることとし、当面、これまでに一定の対話を行ってきている米国、ＥＵ

（英国のＥＵ離脱の影響についてその動向を注視。）については、相互の円滑なデー

タ移転を図る枠組みの構築を視野に定期会合を立ち上げる方向で調整する」旨の通知

がなされたが、日本国内の事業者が国際的なデータ流通を円滑に行うことを確保する

ためにも、米国とＥＵ間の Privacy Shield 合意のような枠組みの制定に向けた取組

を早期に進めていただきたい。 

御意見は、今後の執務の参考とさせていただきます。 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

【経営法友会】

16 

Ｐ６・15 行目～ Ｐ６について、削除された「８原則」は記載した方が望ましいと考える。（洗練され

た定義であると思われるので、これはあった方が望ましいと考える。基本方針を見た

者はこれにより国際的に望ましい定義についても知る事になると思われる。） 

【個人】

ＯＥＣＤプライバシーガイドラインの８原則については、

基本方針とは別の資料に記載し、公表することを検討して

まいります。 

 

１（４）情報セキュリティ対策の取組 

番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

17 

Ｐ６・24 行目 サイバー攻撃による実被害が発生している情勢を踏まえ、「情報セキュリティ対策の

取組」を新設頂けた点を評価しています。今後も、様々なガイドラインや機会におい

て、政府から情報セキュリティ対策の重要性について発信がなされることを期待しま

す。 

【NPO 日本ネットワークセキュリティ協会】

賛同の御意見として承ります。 

18 

Ｐ７・５行目 【図書館における情報事故をめぐる体験から】 

 

【該当箇所】（単色印刷 新旧対照表 全 24 ページ）の内、 

７ページ・５行目 

…主体的に情報セキュリティ対策に取り組むことが重要である。 

 

→…主体的に情報セキュリティ対策に取り組む事が重要であるが、講ずるセキュリテ

ィ対策は、技術・物理的対策の他、入力する個人情報を精査し、それぞれの事務の目

的の遂行にとって必要最小限に留めることも重要である。 

 

（理由） 

パッケージソフトは多くの個人情報を入力するように設計されていますが、ある図書

館では、利用申込者の情報を入力するにあたり、全員の誕生日を「4月 1日」と打つ

ことでカスタマイズ費用を掛けずに利用者の個人情報を守る工夫をしています。 

「経費が掛かるという理由で不必要な情報まで入力している事」の有無を検証し対処

することは、ＤＭ用データとして転売目的の盗難に遭うリスクを軽減する対策になり

ます。 

図書館に限りませんが、行政に個人情報を提出する際には運転免許証などの公的機関

発行証の提示をしますので、氏名や住所の一部を変えて届けるなど、漏洩に備えて自

分でトレーサビリティを講ずることが出来ないため流出してもその出元が判らない

状態です。不要な個人情報入力欄を活用することで、経費を掛けずに漏洩・盗難予防

を図る余地は他にもあると思われます。 

【個人】

基本方針において、情報セキュリティ対策に取り組むこと

の重要性を記載していますが、具体的な対策については、

ガイドライン等で示すべき内容であると考えます。 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

19 

Ｐ７・３行目～ （該当箇所） 

一部変更案（新旧対応表）の７ページ・３行目～５行目 

  １ 個人情報の保護に関する施策の推進に関する基本的な方向 

  （４）情報セキュリティ対策の取組 

の第２段落の前半 

 

（意見） 

各主体が情報セキュリティ対策に取り組むことは重要であるが、特に、これまで個人

情報取扱事業者ではなかった中小規模の事業者が、これに適切に取り組むことの重要

性について強調した方が良いのではないか。 

具体的には、該当箇所に以下を追記してはどうか。（下線部） 

 

「このような状況を踏まえ、個人情報の漏えいのリスクを軽減するためには、個人

情報の取り扱いが 5000 件未満の事業者を含む、個人情報を取り扱うすべての主体が

自ら進んでセキュリティに関する意識・リテラシーを高め、主体的に情報セキュリテ

ィ対策に取り組むことが重要である。」 

 

（理由） 

情報セキュリティ対策への取組は極めて重要である。特に、あらゆる事業者がネット

ワークでつながっている現状を考えれば、新たに個人情報取扱事業者の対象となった

個人情報の取り扱いが 5000 件未満の事業者を含め、適切な対応策を講じることが不

可欠である。 

【一般財団法人日本情報経済社会推進協会】

現状の記述で御理解いただけるものと考えます。 

なお、１（２）②の第２段落において、「改正法の施行に

より新たに法の適用対象となる、個人情報を取り扱う件数

の少ない事業者に対しては、より丁寧な広報活動を行うこ

とが求められる。」と記述しています。 

 

２ 国が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項 

２（２）事業者の保有する個人情報の保護の推進 

番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

20 

Ｐ８・８行目～ ２（２）①個人情報の保護の推進に関する施策について 

公表されている「個人情報の保護に関する法律施行令の一部を改正する政令（案）」

及び「個人情報の保護に関する法律施行規則（案）」は、具体的な運用について事業

者に十分な指針を与える内容となっていない点がある。企業が、個人情報を「適正か

つ効果的に活用」し、「新産業・新サービスの創出」や「イノベーション創出」を行

うためには、より具体的な行動指針が示されることが必要であると考える。 

「適正かつ効果的に活用」とは具体的にどのようなことであるかも含め、個人情報

保護委員会において、改正法令に基づいた省庁横断的なガイドラインについて、改正

法令の施行以前に企業が対応できる十分な周知期間を置いた上で公表されることを

要望する。 

【経営法友会】

御指摘のガイドラインにつきましては、当委員会において

案を作成した上で、平成 28 年 10 月４日から 11 月２日ま

でパブリックコメントを実施しているところです。 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

21 

Ｐ８・15 行目～ （該当箇所） 

一部変更案（新旧対応表）の８ページ・15 行目～18 行目 

  ２ 国が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項 

  （２）事業者の保有する個人情報の保護の推進 

   ① 個人情報の保護の推進に関する施策 

の第２段落の前半 

 

（意見） 

個人情報保護委員会は、全ての事業等分野に共通して適用されるガイドラインだけで

なく、認定個人情報保護団体が策定する個人情報保護指針のうち、当該団体の範囲を

越えて広く該当分野に携わる事業者にも適用することが適切と思われるものについ

てガイドラインに盛り込むというプロセスを設け、それを広く明確に示すことによ

り、認定個人情報保護団体による個人情報保護指針の策定を促進し、その効果的な適

用を図ることができるのではないか。 

具体的には、該当箇所に以下を追記してはどうか。（下線部） 

 

「このため、個人情報保護委員会は、全ての事業等分野に共通して適用されるガイド

ラインを策定する。また、認定個人情報保護団体が主体的に行う個人情報保護指針

の策定等に対しても、情報の提供、助言等の支援を行うとともに、当該認定個人情

報保護団体の範囲を越えて適用することが適切なものについては、適宜、個人情報

保護委員会のガイドラインに追加または反映するものとする。」 

 

（理由） 

認定個人情報保護団体が策定する個人情報保護指針については、当該団体の対象事業

者はその遵守が求められるが、対象事業者以外のアウトサイダーには遵守を求めるこ

とができない。 

このため、対象事業者が個人情報保護指針の策定に取り組もうとする意欲を阻害した

り、その分野に適切な指針であるにも関わらず、対象事業者以外の関係事業者全体に

は広がっていかない可能性が高い。 

したがって、指針の内容が適切であると考えられる場合には、これを個人情報保護委

員会のガイドライン・レベルに引き上げることが効果的である。 

【一般財団法人日本情報経済社会推進協会】

御意見は、今後の執務の参考とさせていただきます。 

22 

Ｐ８・15～16 行目

Ｐ16・25 行目～ 

Ｐ19・22 行目～ 

●意見内容 

 「個人情報保護委員会は、全ての事業等分野に共通して適用されるガイドラインを

策定する」等の記載があるが、改正法の施行により、これまで各省庁が定めたガイド

ライン（金融分野、経産分野ガイドラインや経産分野のうち信用分野ガイドラインを

想定）は廃止されると解してよいか。 

また、個別事業分野ごとに特に配慮すべき事項がある場合は、認定個人情報保護団体

における個人情報保護指針等に定めるものと解してよいか。 

各省庁のガイドラインのうち個人情報保護法に関するも

のは、原則として当委員会が定めるガイドラインに一元化

しますが、一部の分野については、個人情報の性質及び利

用方法並びに現行の規律の特殊性等を踏まえて、当該分野

においてさらに必要となる別途の規律を定める方向で検

討しています（例：医療関連、金融関連（信用等含む）、

情報通信関連等）。 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

●理由 

 事業者は、法の規定に従うほか、個人情報保護委員会が定める全ての事業等分野に

共通して適用されるガイドライン、認定個人情報保護団体の個人情報保護指針等に則

す必要がある、とされており、変更案では現行に記載のある「格別の措置を講ずべき

分野」についての記載がないことから、解釈を確認したいため。 

また、仮に個別事業分野ごとに特に配慮すべき事項がある場合でも、個人情報保護委

員会ガイドラインに特則的に規定されるものではなく、個人情報保護指針等を踏まえ

た事業者の自主的な取組に委ねられることを確認したい。 

【一般社団法人日本クレジット協会】

また、認定個人情報保護団体により作成される個人情報保

護指針は自主ルールであり、当委員会が定めるガイドライ

ンや一部の分野における別途の規律とは性質が異なるも

のです。 

23 

Ｐ８・19～20 行目

Ｐ20・21～22 行目

【意見】「個人情報の保護と適正かつ効果的な活用のバランス」という表現の修正を

求めます。 

【理由】Ｐ10・２（２）③「広報・啓発・情報提供等に関する方針」の項においては、

保護と利活用のバランスという言葉を使わずに、「個人情報の有用性に配慮しつつ、

個人の権利利益を保護することを目的とする法の考え方が正しく理解され、」と記述

されています。これに対し、上記２か所では「個人情報の保護と適正かつ効果的な活

用のバランスを考慮した取組」という表現が用いられていますが、「個人情報の適切

な保護こそが適切な利活用を促進する」という視点に基づいた表現に修正することを

求めます。 

【一般社団法人全国消費者団体連絡会】

「個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護

する」という個人情報保護法の目的を踏まえ、個人情報の

保護と適正かつ効果的な活用のバランスを考慮した取組

が求められるものと考えます。 

24 

Ｐ９・９行目～ ２．行政機関による権限行使の一元化 

基本方針変更案「２（２）②」を以下のように一部修正し、法第 40 条第１項の規

定等による権限等を事業所管大臣等に委任するに当たっては、法改正の趣旨に鑑み、

金融機関に対する報告徴求・立入検査等の重畳的な行使を回避するべく、同権限等の

行使は一義的に貴委員会の委任先のみが行う体制とすることを明確化すべきである。

 

【修正案】 

個人情報保護委員会は（中略）事業所管大臣に対して報告徴収又は立入検査の

権限を委任することができることとされており、委任する場合には委任先の事業

所管大臣のみが同権限の行使をすることとなるものの、必要に応じて、事業所管

大臣と連携した対応を行うものとする。 

（下線部分が修正箇所を示す）

 

個人情報保護委員会の設置および監督権限一元化は、従来の主務大臣制において、

１つの個人情報取扱事業者に対して複数の主務大臣による重畳的な監督が行われる

こと等の問題を解決することが目的の１つであると理解している。 

したがって、改正法下において、個人情報保護委員会および同委員会から委任を受

けた事業所管大臣の両者から上記権限が行使されることになれば、こうした改正法の

趣旨を達成できないほか、金融機関をはじめとした個人情報取扱事業者の負担が増加

当委員会と事業所管大臣間で、重畳的な執行を回避すべく

緊密な連携・調整を行うことは、現状の記述で御理解いた

だけるものと考えます。 

なお、御意見は、今後の執務の参考とさせていただきます。 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

する。 

また、漏えい事案等が発生した場合の行政機関への報告をはじめとした対応につい

ても、社会的なコストを軽減する観点も踏まえ、事案の規模や性質等に応じた合理性

のある基準を策定し、報告すべき事案に業種または事業者毎に差異がないかたちにし

たうえで、その報告先を一元化すべきである。 

【一般社団法人全国銀行協会】

 

２（４）個人情報の保護及び円滑な流通を確保するための国際的な取組 

番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

25 

Ｐ12・３行目～ ２（４）個人情報の保護及び円滑な流通を確保するための国際的な取組について 

日本における個人情報保護体制が十分であるとの理解が海外各国に浸透していな

いため、例えば、欧州経済領域にある者から本邦に個人情報を提供する場合、別途、

現地法の要求する手続を履行する必要が生じている。このため、企業活動がグローバ

ル化しているにもかかわらず、海外の子会社やグループ会社から、本邦の本社に個人

情報を円滑に提供することができない場合が生じている。 

従って、関係各国との調整や必要な法制の整備を早急に実施し、日本企業のグロー

バル化が円滑に進展するように、必要な制度的なインフラを整備していただきたい。

【経営法友会】

御意見は、今後の執務の参考とさせていただきます。 

 

３ 地方公共団体が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 

３（１）地方公共団体の保有する個人情報の保護の推進 

番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

26 

Ｐ12・18 行目～ 【図書館における情報事故をめぐる体験から】 

 

【該当箇所】（単色印刷 新旧対照表 全 24 ページ）の内、 

12 ページ・18 行目 

個人情報の保護に関する条例の制定又は見直しに取り組む必要がある。 

 

→個人情報保護条例文の各種の用語について明解な定義を記載する事のほか、バック

アップデータの保存年限、保存および廃棄の方法、テストを終了したテストデータを

抹消する方法と時期を記した「電子公文書の管理及び廃棄に関する規定」の制定又は

見直しに取り組む必要がある。 

 

（理由） 

各自治体の個人情報保護条例にある「実施機関」「外部」「目的外利用」「必要が無く

なった個人情報」等の用語に対して具体的な定義を記載することで、誤った解釈に基

づく事故を防ぐと共に、受託者側が、条例文の用語の曖昧さや委託者側のＩＴ知識不

足に乗じて、自治体の個人情報を非合法に「利活用」する余地が無い条例文が必要で

基本方針において、御意見のような個別具体的な事項を記

載することは適切ではないと考えますが、御意見は、今後

の執務の参考とさせていただきます。 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

す。官民協働・民間活力導入の声のもと、図書館運営受託業界にも参入者が増え、古

参の業者は独自にリコメンド機能などのシステムの開発に勤しんでいます。 

【個人】

27 

Ｐ13・３行目～ 【該当箇所】一部変更案（新旧対照表）のＰ13・３（１） 

【意見】いわゆる「過剰反応」についての記述が削除されていますが、現行の「いわ

ゆる「過剰反応」が一部に見られることを踏まえ、地方公共団体においても、法の趣

旨にのっとり、条例の適切な解釈・適用を行うことが求められる。」の記述を残すこ

とが必要と考えます。 

【理由】法改正が施行されても、いわゆる「過剰反応」が全くなくなるとは考えられ

ません。地方公共団体においても、法の趣旨にのっとり、条例の適切な解釈・適用を

行うことは引き続き求められると考えます。 

【一般社団法人全国消費者団体連絡会】

１（２）②の第２段落において、「各地方公共団体におい

ては、…法の趣旨にのっとり、条例の適切な解釈・運用を

行うことが求められる。」と記述しており、現状の記述で

御理解いただけるものと考えます。 

 

３（２）広報・啓発等住民・事業者等への支援 

番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

28 

Ｐ13・８行目 Ｐ13（以降も同様）一部改正案の、「支援の在り方」は「支援のあり方」のままとし

ておく事を求める（当方の意識としては「有り方」なのであるが。無理に漢字を使う

必要は無いと思うのであるが、どうか。）。また、「講ずる」も「講じる」の方が現代

日本語的であり望ましいと考える。 

【個人】

現状の記述が適切であると考えます。 

 

６ 個人情報取扱事業者等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 

６（１）個人情報取扱事業者が取り扱う個人情報に関する事項 

番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

29 

Ｐ17・４行目～ （該当箇所） 

一部変更案（新旧対応表）の 17 ページ・４行目～８行目 

６ 個人情報取扱事業者等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基

本的な事項 

（１）個人情報取扱事業者が取り扱う個人情報に関する事項 

 

（意見） 

特に、法改正により新たに個人情報取扱事業者となる中小規模の事業者に対し、明示

的に個人情報の保護に対する取り組みが必要であるということを強調した方が良い

のではないか。 

具体的には、該当箇所に以下を追記してはどうか。（下線部） 

 

「個人情報の保護及び適正かつ効果的な活用について、事業者自らが主体的に取り

組むことが期待されているところである。したがって、個人情報の取り扱いが 5000

現状の記述で御理解いただけるものと考えます。 

なお、１（２）②の第２段落において、「改正法の施行に

より新たに法の適用対象となる、個人情報を取り扱う件数

の少ない事業者に対しては、より丁寧な広報活動を行うこ

とが求められる。」と記述しています。 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

件未満の事業者を含む、すべての個人情報取扱事業者において、体制の整備等に積

極的に取り組んでいくことが求められている。その際、事業の規模及び性質、個人デ

ータの取扱状況等に応じて、各事業者において適切な取組が実施されることが重要で

ある。」 

 

（理由） 

法改正により新たに個人情報取扱事業者の対象となった個人情報の取り扱いが 5000

件未満の事業者を含め、中小規模の事業者であっても、個人情報の保護及び適正かつ

効果的な活用について主体的に取り組むことが必要であるということが基本的な事

項として示されるべきである。 

特に、法改正以前には個人情報取扱事業者にあたらなかった事業者に対し、個人情報

取扱事業者としての義務等について自覚を持ち、適切な取組を推進するよう啓発する

ことは非常に重要である。 

【一般財団法人日本情報経済社会推進協会】

30 

Ｐ17・11 行目～ 「①事業者が行う措置の対外的明確化」などの項目が削除されており、理由として「基

本方針」ではなく「ガイドライン」に入れるべきであるためと説明されています。一

方で、それぞれ重要な項目ですので、各事業者で徹底されるよう引きつづき普及啓発

に務めるべきと考えます。 

【NPO 日本ネットワークセキュリティ協会】

現行の基本方針の６（１）①～⑤の記述については、基本

的にガイドライン等で示すべき項目であるため削除して

います。 

なお、御意見は、今後の執務の参考とさせていただきます。 

31 

Ｐ17・20 行目～ Ｐ17 について、削除された「② 消費者等の権利利益の一層の保護」については、こ

の内容を補うために改正案のどこかに「適正取得、適正利用を心がけ、利用者が利用

の範囲を選択出来るようにするよう努めるようにする事。」「事故が発生した場合は、

利用者に知らせるために、また同様の事業を営むものに対する注意を促すため、可能

な限り事実関係等を公表するのが望ましい。」等の文言を入れる事を求めたい。 

【個人】

現行の基本方針の６（１）②の記述については、基本的に

ガイドライン等で示すべき項目であるため削除していま

す。 

32 

Ｐ18・11 行目～ Ｐ18 について、削除された「③ 責任体制の確保」は削除しないのが望ましいと考え

る。事故が起きた際にまず真っ先に問題となるのはその責任の所在である。言ってお

くが、「世の中には、何が何でも責任を取るまいとどうやってでもあがき土壇場でジ

タバタする者がいる」のである。それはもう、病的なまでのものなのだが、そういう

のが大企業でも結構な数いるのである。それらに責任をちゃんと取らせるには前もっ

て責任体制を定めておくのが望ましく、そうでないのであれば事故の際には組織の内

外ともに実に悲惨な事になるのである。この項目について、内容として削除しない事

を強く求める。 

【個人】

現行の基本方針の６(１)③の記述については、基本的にガ

イドライン等で示すべき項目であるため削除しています。 
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７ 個人情報の取扱いに関する苦情の円滑な処理に関する事項 

７（４）国民生活センターにおける取組 

番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

33 

Ｐ22・23～24 行目 Ｐ22 一部改正案の「相談員の個人情報等に関する専門知識」というのは「相談員の

個人情報取扱等に関する専門知識」なのではなかろうか。当方はここで「取扱」が間

に抜けている気がするのであるが。そうでなかったとしても「取扱」（又は「取扱い」）

を入れるのが適切と思われるので、入れていただきたい。 

【個人】

現状の記述で御理解いただけるものと考えます。 

 

７（５）個人情報保護委員会における取組 

番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

34 

Ｐ23・17 行目 【図書館における情報事故をめぐる体験から】 

 

【該当箇所】（単色印刷 新旧対照表 全 24 ページ）の内、 

23 ページ・17 行目 

助言・対応の協力等を行うものとする。 

 

→助言・対応の協力等を行うほか、個人情報保護委員会に【地方公共団体における個

人情報関連インシデント相談窓口】を開設して、自ら、住民又は地方公共団体からの

相談に応じ、事実関係のヒヤリングを通じて各地の実情を掌握し、地方公共団体の情

報セキュリティレベルの向上に実効性の高い施策を行うための参考とする。 

 

（理由） 

殆どの市区町村には、情報セキュリティ関連のＩＴ知識に精通した職員がいません。

各地、総務省の意向で「情報セキュリティポリシー」を制定するほか、副市長を最高

情報セキュリティ責任者と定めること以下、部課長を責任者とする旨制定等していま

すが、その任に応じたＩＴ知識を持たないのに形だけ整えているため「制度あれども

機能せず」といっても過言ではない状況です。 

 

14自治体の図書館利用者個人情報が別の58自治体のコンピュータで見つかった事件

に際して、記者会見で事実の公表をしたのは流出した 14 自治体のうち一市のみだっ

たという報道もあります。 

 

このような事実がありますので、個人情報保護委員会が【地方自治体の個人情報イン

シデントの相談窓口】を設けることは、住民にとっては、斡旋という「たらいまわし」

によって相談の先々にセンシティブな情報を拡散する事態が回避でき、また自治体に

とっても「営利目的のベンダーの言いなりにならずに、何をどうすべきなのかの助言

を得たい」というニードに適応すると思われます。 

 

基本方針において、御意見のような個別具体的な事項を記

載することは適切ではないと考えますが、御意見は、今後

の執務の参考とさせていただきます。 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

「自治権」は大切な概念ですが、営利を離れて公正に調査・助言する機関としてのイ

ンシデント相談窓口の存在が、市区町村の行政に対して住民からの信頼を高め、民間

事業者を含む関係者に緊張感を与えることで結果的にインシデントの発生を予防す

る「安全装置」として機能することが望まれます。 

【個人】

 

○全般 

番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

35 － 

反対であります。 

効果的な活用よりも個人情報の保護が大切であるからです。 

【匿名】

基本方針は、「個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権

利利益を保護する」という法の目的を実現するために策定

するものです。 

36 － 

Ｐ１（以降も同様）一部改正案の「適正かつ効果的な活用」は「適正な活用」とする

事を求める。「効果的な」という文言は、目的の手段化を肯定するような文言で望ま

しくない。そもそも「活用」とあるのであるから、「効果的な」は不要なはずである。

削除していただきたい。（適正に使えば便利ではあると思われるのであるが、それは

事業者自ら進んで行うべきものであるので、ここで「効果的な」という文言で利便性

を強調する事は不要であると考える。） 

【個人】

「適正かつ効果的な活用」は、個人情報保護法第１条にお

いて使用されている表現であり、現状の記述で御理解いた

だけるものと考えます。 

37 － 

個人情報の保護に関する法律第 7条第１項において、「政府は、個人情報の保護に関

する施策の総合的かつ一体的な推進を図るため、個人情報の保護に関する基本方針を

定めなければならない」と規定されています。2005 年の施行後 10 年余りの間に、事

業活動のグローバル化や事業者によるパーソナルデータを含むビッグデータの利用

が進むなど、消費者や事業者を取り巻く環境は大きく変化してきています。これらの

環境の変化に対応し、消費者の個人情報の保護を図りつつ、事業者によるパーソナル

データの円滑な利活用を促進させ新産業・新サービスを創出するための環境の整備を

行うことを目的とし、2015 年に個人情報保護法が改正されました。「個人情報の適切

な保護こそが適切な利活用を促進する」という視点に立って本基本方針を適切に記述

していただきたく、意見を申し述べます。 

【一般社団法人全国消費者団体連絡会】

「個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護

する」という個人情報保護法の目的を踏まえ、個人情報の

保護と適正かつ効果的な活用のバランスを考慮した取組

が求められるものと考えます。 

38 － 

実際にどのような取扱いであれば「個人情報の保護と適正かつ効果的な活用のバラン

ス」が取れていると言えるのかは、難しい課題であることをうたうべきである。 

また、バランスの取り方として、保護と活用について、両方を一つのところが推進す

ることが適切なのか、それぞれ別のところが担当してチェックし合うような仕組みが

適切なのかも一つの課題であると認識し、その旨の記述を入れるべきである。 

【匿名】

御意見は、今後の執務の参考とさせていただきます。 

39 － 

個人情報の活用の促進も目的に入れるのであるから、題名も例えば“個人情報の保護

及び活用に関する基本方針”のように変えるべきだ。 

【匿名】

基本方針の名称については、個人情報保護法第７条におい

て、「個人情報の保護に関する基本方針」と定められてい

ます。 
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番号 該当箇所 寄せられた御意見 御意見に対する考え方 

40 － 

自分の個人情報等を、どの程度保護されたいか、どの程度活用されたいかについての

考えは個人によって多様であることをうたうべきである。 

また、従って、個人それぞれが納得するために、表示や、活用への同意などの際にお

ける選択の余地が重要になるという方向を示すべきである。 

【匿名】

御意見は、今後の執務の参考とさせていただきます。 

（注１）このほか、本意見募集の対象外である御意見を１件いただいております。 

（注２）寄せられた御意見につきましては、特定の個人や組織等の識別につながるおそれのある箇所を一部編集して掲載しているものがあります。 

 

【凡例】 

 「基本方針」：個人情報の保護に関する基本方針（平成 16 年４月２日閣議決定、平成 28 年２月 19 日最終変更） 

 「個人情報保護法」：個人情報の保護に関する法律（平成 15 年５月 30 日法律第 57 号） 

 「当委員会」：個人情報保護委員会 

 

 

 

 


